
日本公認会計士協会 研究報告様式による学校法人八洲学園事業報告書  平成２２年度（２０１０）版        作成 学園本部長 山本皓一  

  

１．法人の概要 

 

（１）法人のミッション 

八洲学園では２つのミッションステートメントを掲げている。 

・平和で安全な地球のために貢献する日本を支える人材を育成しよう 

・時代を切り開くことができる自己を確立した人間を育む新しい教育制度への変革の能動者となろう 

 

（２）学校法人の沿革 

1948 年 奈良県においてヤシマ裁縫学院として奈良県知事の認可により創立。 

1951 年 私立学校法施行により、学校法人八洲学園を設立。ヤシマ文化学園ならびに天理経理学校を併設する。 

1952 年 大阪市東区（現中央区）において大阪経理専修学校を設立。 

1954 年 大阪経理専修学校を玉造経理専門学校と改称。 

1966 年 玉造経理専門学校の発展に伴い通学の便をはかり、阪和線堺市鳳地区に鳳経理専門学校を設立。 

1969 年 大阪市天王寺区に玉造タイピスト学校を設立。 

1976 年 玉造経理専門学校、鳳経理専門学校、天理経理専門学校、ヤシマ文化学園以上 4校が専修学校の認可を受ける。 

1977 年 鳳経理専門学校高等課程が技能連携指定校として、文部大臣より認可をうけ卒業生に高校卒業資格が与えられる。 

1978 年 鳳経理専門学校専門課程の学生は東京産業能率短期大学との提携により通信制を併学し、短大卒業資格を得る。 

1979 年 鳳経理専門学校高等課程を分離し、鳳経理高等専修学校の設立認可をうける。 

1985 年 鳳経理高等専修学校の卒業者に、文部大臣より大学入学資格が与えられる。 

1986 年 玉造経理専門学校新校舎完成。鳳経理専門学校とともに校名を、ヤシマ情報経理専門学校と改称。 

1992 年 ヤシマ情報経理専門学校鳳校を廃校し、八洲学園高等学校の設立認可をうける。 

1994 年 ヤシマ情報経理専門学校に高等課程を設置 

1995 年 ヤシマ総合ビジネス専門学校（旧玉造タイピスト学校）をパソコンワープロカレッジ専門学校と改称。 

1997 年 八洲学園高等学校広域の認可を受け、東京本部（新宿区）を設置。 

1998 年 鳳商業高等専修学校を八洲学園高等専修学校と改称。 

1998 年 八洲学園高等学校梅田、渋谷、池袋会場を開設。 



1999 年 八洲学園高等学校上野、横浜、三ノ宮、京都、奈良会場開設。 

2000 年 八洲学園国際高等学校（沖縄）を設置。 

2000 年 八洲学園高等学校東京本部２号館完成。 

2001 年 パソコンワープロカレッジ専門学校内に学園本部を設置。 

2002 年 パソコンワープロカレッジ専門学校とヤシマ情報経理専門学校を統合し西日本柔道整復専門学校を設置。 

2004 年 八洲学園大学開学。 

2006 年 八洲学園国際高等学校を八洲学園大学国際高等学校に改称。 

 

（３）設置する学校 

設置学校名 学（校）長名 郵便番号 学校所在地 学校設置認可年月日 男女校種

別 

八洲学園大学 山本 恒夫 220-0021 神奈川県横浜市西区桜木町７－４２ 平成１５年１１月２７日 男女 

八洲学園高等学校 二宮 聡 593-8327 大阪府堺市西区鳳中町７－２２５－３ 平成０４年０３月３１日 男女 

八洲学園大学国際高等学校 岩井 貴生 905-0211 沖縄県国頭郡本部町備瀬１２４９ 平成１２年０３月３１日 男女 

八洲学園高等専修学校 谷口 充 593-8327 大阪府堺市西区鳳中町４－１３２ 昭和５４年０４月０１日 男女 

西日本柔道整復専門学校 宮本 弘隆 540-0004 大阪府大阪市中央区玉造１－３－１５ 平成１４年０３月３１日 男女 

 

（４）学部・学科・学生等の状況（平成２２年５月１日現在）   ※大学は正科生のみで科目等履修生は含まず、春学期秋学期合計 

設置学校名 

大学  ・・・学部 

高等学校・・・課程 

専修学校・・・課程 

大学  ・・・課程     

高等学校・・・学科 

専修学校・・・学科 

入学定員

（人） 

入学者数

（人） 

収容定員

（人） 

在籍者数

（人） 

収容率 

（％） 

八洲学園大学 生涯学習学部 生涯学習学科 ８００ ９３※ ４０００ ９４３ ２３．６ 

八洲学園高等学校 

 

通信制課程（広域） 普通科 

（うち技能連携生） 

－ １０４１ 

（１６２） 

３０００ ２５１７ 

（４０８） 

９７．５ 

八洲学園大学国際高等学校 通信制課程（広域） 普通科 － ３０３ ５０００ ７７０ １５．４ 

八洲学園高等専修学校 経理高等課程 商業科  １００ ２３  ３００ ５２ １７．３ 

 専攻科  １２ ８０ ２２ ２７．５ 



西日本柔道整復専門学校 医療専門課程 柔道整復学科 ６０ ２８ １８０ １２５ ６９．４ 

 

（５）役員の概要  

定員数 理事５～７名 実数５名、監事２～３名 実数２名 ４年任期 

常・非常勤 役員名 職名 氏名 就任年月日 再任年月日 理事号数 兼職名 

常勤 理事 理事長 和田 公人 平成０９年０６月１６日 平成２１年０６月１４日 ２号理事 （学）早稲田学園理事 

常勤 理事  山本 恒夫 平成２０年０４月０１日 平成２１年０６月１４日 １号理事 大学学長 

非常勤 理事 事業理事 小森 嘉之 平成１４年０９月１８日 平成２１年０６月１４日 ２号理事 会社役員 

非常勤 理事  吉原 和仁 平成１５年０５月２９日 平成２１年０６月１４日 ２号理事 会社社長 

非常勤 理事  和田 みゆき 平成２１年０６月１４日  ３号理事  

非常勤 監事  上田 実 平成０５年０６月１５日 平成２１年０６月１４日  税理士 

非常勤 監事  前鼻 英蔵 平成１７年０６月１４日 平成２１年０６月１４日  （学）西野学園理事長 

 

（６）評議員の概要 

定員数 １１～１５名 実数１３名 ４年任期 

氏名 評議員号数 主な現職等 

二宮 聡 １号評議員 八洲学園高等学校校長 

山本 恒夫 １号評議員 八洲学園大学学長、理事 

谷口 充 １号評議員 八洲学園高等専修学校校長 

岩井 貴生 １号評議員 八洲学園大学国際高等学校校長 

和田 明子 ２号評議員 八洲学園本部副本部長 

多田 浩之 ２号評議員 西日本柔道整復専門学校副校長 

石渡 知美 ３号評議員 八洲学園本部職員 

和田 公人 ４号評議員 理事長 

吉原 和仁 ４号評議員 UBP インベストメンツ（株）代表取締役社長 

小森 嘉之 ４号評議員 丸大食品株式会社会長、理事 

水野 建雄 ５号評議員 八洲学園大学副学長 



古川 直季 ５号評議員 横浜市会議員 

向井 蘭 ５号評議員 弁護士（第一東京弁護士会所属） 

 

（７）教職員の概要 

平成２３年３月３１日現在 （）内はうち女性数 

  合計 八洲学園大学 八洲学園高等学校 八洲学園大学国際

高等学校 

八洲学園高等専修

学校 

西日本柔道整復専

門学校 

学園本部 

教

員 

本

務 
８２（２９） ２１（６） ３６（１６） １０（５） ６（１） ９（１） ０ 

非 

常 

勤 

１７１（６３） ６０（１６） ７５（３６） ６（４） ３（２） ２７（５） ０ 

職

員 

本

務 
２３（１３） ６（２） ８（７） ２（０） ０ ３（１） ４（３） 

兼

務 
２４（２０） ６（４） ７（７） ４（４） ２（１） ３（２） ２（２） 

八洲学園大学の平均年令は教員５３．０才、職員３４．６才である 

八洲学園高等学校の平均年令は教員３５．３才、職員４４．５才である ※非常勤は含まず（非常勤平均年齢は教員６８．０歳、職員４７．６歳） 

八洲学園大学国際高等学校の平均年令は教員３８．３才、職員３４．８才である 

八洲学園高等専修学校の平均年令は教員４６．６才、職員６４才である 

西日本柔道整復専門学校の平均年令は教員４８才、職員４９才である 

学園本部の平均年令は職員４４．８才である 

学園全体の平均年令は教員４４．２４才、職員４５．２８才である 

 

（８）その他 

当学校法人に系列校やグループ校は存在しない。 

 

２．事業の概要 



 

（１）事業の概要 

当学校法人を取り巻く環境は、尐子化の進行や経済状況の変化等により、年々、入学者数は減尐傾向にある。このような中、各学校は以下の取り組みを

行っている。 

【八洲学園大学】では、平成２２年度は入学者目標数を達成したものの、単位重量制授業料であることから学生が履修単位数を抑える傾向が強く、必ずし

も収入増にはつながらない結果となったが、教職員一人ひとりが経営の観点に基づいて業務にあたり、社会のニーズに即したカリキュラムへの改革を行う

とともに、入学検討者・在学生へのきめ細やかな対応や積極的な情報発信により入学者数・履修登録者数増に努めた。また、公開講座や教員免許状更

新講習、外部ネットワークの構築など正課外での事業にも積極的に取り組んだ。 

【八洲学園高等学校】では、懸案事項であった関東での分校申請が、横浜スクーリング会場の八洲学園大学建物への移転により、平成２３年３月３１日付

で認可された。また分校申請と並行して、新宿スクーリング会場をこれまでの新宿商業地区（繁華街）より、西武新宿駅周辺の文教地区である西新宿７１１

ビルへと移転した。 

【八洲学園大学国際高等学校】では、①教務関係の改善、②学校組織運営の改善、③渉外広報活動の改善、④在校生への教育質の改善であった。 

【八洲学園高等専修学校】では、特別支援教育を全国にさきがけて１３年前から取り組み実践を重ね、この間専攻科を併設し教育年限の延長を主張して

きた。また、全国専攻科研究会を結集し事務局を当校に置き毎年全国各地で研究大会を開催している。この種教育では全国の先頭である。なお日本LD

学会や特殊教育学会などでも毎回発表しており和歌山大学をはじめ大阪市立大やその他の大学とも連携して青年期教育について研究している。 

【西日本柔道整復専門学校】では、学生の激減及び柔整専門学校の廃校等により厳しい状況が続いている中、大阪の私立学校と提携し、実技の講習会

や留学生の受入等について取組を継続している。 

 

（２）主な事業の目的・計画及び進捗状況 

当該年度に実施した事業は以下の通りである。 

【八洲学園大学】では、開学７年目を迎えるに当たり受審した日本高等教育評価機構による認証評価については、教育課程編成及び教育方法の改善の

ためにPDCAサイクルを構築した上でその検討結果を全教員で共有し改善に向け努力している点や、大学の情報がホームページや教職員のブログなど

を通して活発に発信されている点などが特に評価され、大学評価基準を満たしているとの認定を受けた。 

また、平成２１年度に文部科学省の学生支援ＧＰ「大学教育・学生支援推進事業(学生支援推進プログラム)」に採択された「社会人学生の学士力を高める

学生支援プラットフォームの構築」の事業を継続して実施した他、他の学校・機関・団体との互恵的ネットワークの企画、構築、運営を行うため、ネットワー

ク構築プロジェクト・チームを発足した。 

【八洲学園高等学校】では、生徒・保護者への教育機会及び環境の整備として、基礎学力・基礎学習講座などを整備し、「保護者の集い」、「保護者会」を

実施した。また分校設置を機に、横浜分校を中心として、八洲学園大学との連携を行った。その他、生徒獲得の事業として、海外海外帰国子女等を取り



込むべく、学校説明会に参加した。 

【八洲学園大学国際高等学校】では、教務関係の改善は、新学習指導要領に沿った学則変更、e ラーニング用授業の再録画、レポートツール（QR コード

と教科書該当ページの連動機能）作成、高認用カリキュラムの検討等を実施した。学校組織は校務分掌を見直し、ボトムアップ体制を強化した。その結果、

現場からの声を尊重した学校経営ができた。渉外広報関係では、学校資料（就学支援金のリーフレット）の全改訂、サイトのリニューアルとそれに伴う導線

の改善、サポート校勧誘、地域貢献として沖縄県尐年サッカー大会の開催などを実施した。在校生へは進路指導の強化（HRでの指導）、高大連携（大学

GP プログラムへの自由参加）などを行い進路意識の向上に努めた。 

【八洲学園高等専修学校】では、軽度発達障害の生徒学生にインクーシブな教育を実践し欧米諸国並みの学習権を保障し、教育年限の延長として専攻

科の設置を全国に向け啓蒙して行くという目的の下、第８回全国専攻科研究大会に出席の他、和歌山大学にて講義を行った。 

【西日本柔道整復専門学校】では、外部有力模擬試験を学生に受験させる、各種他団体の学術研修会に参加させる等の事業を行い、実績を得ている。

また来年度より、卒業生の開業施術所を訪問し、同窓会の充実を計ると共に、これまで以上の卒業生紹介の入学生確保を目指す。 

 

（３）施設等の状況 

①現有施設設備の所在地等の説明          

 主な施設設備の状況は次の通りである。 

 ア）校舎等  

所在地 部門 施設等 専用面積 取得価額 帳簿価額 摘要 

神奈川県横浜市西区桜木町 法人本部 多目的 444.43 ㎡ 65,010,587 円 46,995,054 円  

東京都新宿区新宿 法人本部 校舎 926.68 ㎡ 154,301,927 円 106,116,470 円  

東京都新宿区新宿 法人本部 校舎 1112.15 ㎡ 85,738,144 円 58,449,492 円  

神奈川県横浜市西区桜木町 八洲学園大学 校舎 5099.66 ㎡ 705,835,591 円 502,519,105 円  

大阪府堺市西区鳳中町 八洲学園高等学校 校舎 683.93 ㎡ 61,636,632 円 26,358,128 円  

大阪府堺市西区鳳中町 八洲学園高等学校 校舎 304.98 ㎡ 58,757,500 円 30,824,423 円  

大阪府堺市西区鳳中町 八洲学園高等学校 校舎･体育館 1156.97 ㎡ 129,442,055 円 63,911,833 円  

大阪府大阪市北区堂島 八洲学園高等学校 校舎 1023.06 ㎡ 239,035,025 円 180,142,074 円  



東京都豊島区南池袋 八洲学園高等学校 会場 482.26 ㎡ － － 借用 ㈱メイプル田園 

東京都新宿区西新宿 八洲学園高等学校 会場 358.68 ㎡ － － 借用 ㈱スペーストラスト 

兵庫県神戸市中央区 八洲学園高等学校 会場 569.43 ㎡ － － 借用 ㈲井上ビル 

沖縄県国頭郡本部町字備瀬 八洲学園大学国際高等学校 校舎 2993.62 ㎡ 517,681,000 円 389,289,131 円  

大阪府堺市西区鳳中町 八洲学園高等専修学校 校舎 1010.94 ㎡ 43,333,148 円 12,371,367 円  

大阪府大阪市中央区玉造 西本柔道整復専門学校 校舎 1109.85 ㎡ 287,052,636 円 157,190,114 円  

大阪府大阪市天王寺区玉造元町 西本柔道整復専門学校 校舎 907.59 ㎡ 133,034,253 円 37,881,229 円  

 

イ） 校地等        

所在地 部門 

 

 

種別 専用面積 取得価額 摘要 

 
沖縄県国頭郡本部町字石川知場塚原 法人本部 原野・畑 7275.00 ㎡ 28,366,250 円  

東京都新宿区新宿 法人本部 校舎敷地 134.36 ㎡ 300,000,000 円  

東京都新宿区新宿 法人本部 校舎敷地 163.62 ㎡ 300,552,432 円  

神奈川県横浜市西区桜木町 八洲学園大学 校舎敷地 937.58 ㎡ 734,696,827 円  

大阪府堺市西区鳳中町 八洲学園高等学校 校舎敷地 992.00 ㎡ 105,000,000 円  

大阪府堺市西区鳳中町 八洲学園高等学校 校舎敷地 327.27 ㎡ 72,000,000 円  

大阪府堺市西区鳳中町 八洲学園高等学校 校舎敷地 330.57 ㎡ 72,000,000 円  

大阪府堺市西区鳳中町 八洲学園高等学校 校舎敷地 985.10 ㎡ 96,735,940 円  

大阪府大阪市北区堂島 八洲学園高等学校 校舎敷地 289.50 ㎡ 356,202,900 円  

沖縄県国頭郡本部町字備瀬礎摩原 八洲学園大学国際高等学校 校舎敷地 21950.10 ㎡ 172,505,650 円  

沖縄県国頭郡本部町字備瀬礎摩原 八洲学園大学国際高等学校 原野 1408.00 ㎡ 8,540,000 円  



沖縄県国頭郡本部町字備瀬礎摩原 八洲学園大学国際高等学校 畑 724.00 ㎡ 4,380,000 円  

大阪府堺市西区鳳中町四丁 八洲学園高等専修学校 校舎敷地 276.82 ㎡ 58,500,000 円  

大阪府堺市西区鳳中町四丁 八洲学園高等専修学校 校舎敷地 836.36 ㎡ 50,400,000 円  

大阪府大阪市中央区玉造 西本柔道整復専門学校 校舎敷地 291.04 ㎡ 59,587,423 円  

大阪府大阪市天王寺区玉造元町 西本柔道整復専門学校 校舎敷地 262.82 ㎡ 47,337,750 円  

 

②主な施設設備の取得又は処分計画及びその進捗状況 

西日本柔道整復専門学校が、校地（48.7 ㎡）18,874,114 円及び校舎（83.88 ㎡）9,125,886 円を取得した。 

 

（４）その他 

①当該年度の重要な契約 

特に記載すべき事項はない。 

②係争事件の有無とその経過 

特に記載すべき事項はない。 

③決算日後の生じた学校法人の状況に関する重要な事実 

特に記載すべき事項はない。 

④対処すべき課題 

特に記載すべき事項はない。 

 

３．財務の概要 

（１）決算の概要 

①貸借対照表の状況 

ア）資産 

特に記載すべき事項はない。 

イ）負債 

退職給与引当金は、退職金制度を設けていないため計上はない。 



ウ）基本金 

第１号基本金は、土地建物を 28,000,000 円、教育研究用機器備品及びその他の機器備品、図書を 5,458,033 円、敷金 16,508,275 円を取得し、 

教育研究用機器備品及びその他の機器備品を 648,690 円、敷金 11,380,320 円を除去し、敷金 8,000,000 円を取崩した。 

従って、差引合計 29,937,298 円を組入れた。 

第２号基本金 500,000,000 円（八洲学園高等学校校舎移転計画）は、計画の廃止に伴い取崩を行った。 

第４号基本金の当期組入れはない。 

 

②収支計算書の状況 

ア）収入 

当年度の消費収入は、1,219,287 千円となり、前年度に比べ 111,244 千円減収となっている。 

主な減収内容は、学生生徒等納付金が前年度より 126,675 千円減収となっている。 

イ）支出 

当年度の消費支出は、1,353,845 千円となり、前年度に比べ 80,345 千円減尐となっている。 

主な減尐内容は、人件費が前年度より 90,220 千円減尐になっている。 

  

（２）経年比較 

①貸借対照表 

（単位：千円） 

 平成 18 年度末 平成 19 年度末 平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成 22 年度末 

固定資産 5,561,831 5,320,753 5,226,394 5,204,379 4,678,148 

流動資産 1,390,750 1,592,198 1,628,924 1,523,743 1,931,789 

資産の部合計 6,592,581 6,912,951 6,855,318 6,728,122 6,609,937 

固定負債 6,219 3,130 0 0 0 

流動負債 358,334 358,903 357,809 326,171 304,606 

負債の部合計 364,553 362,033 357,809 326,171 304,606 

基本金の部合計 6,363,136 6,107,530 6,115,289 6,123,075 5,653,013 

消費収支差額の部合計 224,892 443,388 382,220 278,876 652,318 

負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部合計 6,952,581 6,912,951 6,855,318 6,728,122 6,609,937 



②収支計算書 

ア）資金収支 

（単位：千円） 

収入の部 平成 18 年度末 平成 19 年度末 平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成 22 年度末 

学生生徒等納付金収入 1,412,572 1,351,902 1,284,032 1,152,903 1,026,228 

手数料収入 45,220 43,913 42,062 39,500 33,651 

寄付金収入 0 222 4,634 5,112 14,533 

補助金収入 125,953 116,773 127,801 135,581 150,530 

資産運用収入 876 775 774 1,425 24,320 

資産売却収入 78 162,110 0 0 29,380 

事業収入 2,710 2,428 3,514 2,786 5,981 

雑収入 2,350 1,725 1,786 1,326 1,981 

前受金収入 284,013 280,915 271,148 236,927 205,625 

その他の収入 395,710 418,643 359,229 352,199 1,253,173 

資金収入調整勘定 △399,629 △372,288 △362,304 △344,315 △315,768 

前年度繰越支払資金 1,417,103 1,266,100 1,498,195 1,542,679 1,441,759 

収入の部合計 3,286,956 3,273,218 3,230,871 3,126,123 3,871,393 

 

支出の部 平成 18年度末 平成 19年度末 平成 20年度末 平成 21年度末 平成 22年度末 

人件費支出 1,066,784 1,007,647 949,162 840,790 750,570 

教育研究経費支出 314,896 224,250 229,115 196,214 235,093 

管理経費支出 248,946 238,833 236,747 307,043 291,364 

施設関係支出 0 1,100 0 0 44,508 

設備関係支出 6,069 7,139 7,759 8,130 5,458 

資産運用支出 98,000 0 0 60,000 20,000 

その他の支出 321,700 320,394 293,390 301,430 716,154 

資金支出調整勘定 △35,539 △24,340 △27,981 △29,243 △35,113 



次年度繰越支払資金 1,266,100 1,498,195 1,542,679 1,441,759 1,843,359 

支出の部合計 3,286,956 3,273,218 3,230,871 3,126,123 3,871,393 

 

イ）消費収支計算書 

（単位：千円） 

消費収入の部 平成 18年度末 平成 19年度末 平成 20年度末 平成 21年度末 平成 22年度末 

学生生徒等納付金 1,412,572 1,351,902 1,284,032 1,152,903 1,026,228 

手数料 45,220 43,913 42,062 39,500 33,651 

寄付金 0 2,774 4,634 5,112 14,533 

補助金 125,953 116,773 127,801 135,581 150,530 

資金運用収入 876 775 774 1,425 24,320 

資産売却差額 15 19,689 0 0 0 

事業収入 2,710 2,428 3,514 2,786 5,981 

雑収入 2,350 1,725 1,786 1,326 1,981 

帰属収入合計 1,589,696 1,539,979 1,464,603 1,338,633 1,257,224 

基本金組入額合計 △133,205 △5,161 △7,759 △8,102 △37,937 

消費収入の部合計 1,456,491 1,534,818 1,456,844 1,330,531 1,219,287 

 

消費支出の部 平成 18 年度末 平成 19 年度末 平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成 22 年度末 

人件費 1,067,734 1,004,558 946,032 840,790 750,570 

教育研究経費 338,830 248,014 252,802 201,470 301,913 

管理経費 350,442 317,940 315,178 381,531 301,361 

資金処分差額 10,000 6,577 0 10,399 1 

徴収不能引当金繰入額 0 0 4,000 0 0 

消費支出の部合計 1,767,006 1,577,089 1,518,012 1,434,190 1,353,845 

当年度消費収支超過額 △310,515 △42,271 △61,168 △103,659 △134,558 

前年度繰越消費収支超過額 535,407 224,892 443,388 382,220 278,876 



基本金取崩額 0 260,767 0 315 508,000 

翌年度繰越消費収支超過額 224,892 443,388 382,220 278,876 652,318 

 

（３）主な財務比率比較 

（単位：％） 

比率名 算  式 平成 18 年度末 平成 19 年度末 平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成22年度末 

帰属収支差額比率  帰属収入－消費支出  
△10.9 △2.4 △3.6 △7.1 △7.7 

帰属収入 

消費収支比率  消費支出  
121.3 102.7 104.1 107.7 111.0 

消費収入 

学生生徒等納付金比率  学生生徒納付金  
96.9 88.0 88.1 86.6 84.2 

消費収入 

人件費比率  人件費  
67.1 65.2 64.5 62.8 59.7 

帰属収入 

教育研究経費比率  教育研究経費  
21.3 16.1 17.2 15.0 24.0 

帰属収入 

管理経費比率  管理経費  
22.0 20.6 21.5 28.5 24.0 

帰属収入 

流動比率  流動資産  
388.1 443.6 455.2 467.1 634.2 

流動負債 

流動比率  総負債  
5.5 5.5 5.5 5.0 4.8 

自己資金※1 

自己資金構成比率  自己資金  
94.7 94.7 94.7 95.1 95.4 

総資金※2 

基本金比率  基本金  
100 100 100 100 100 

基本金要組入額 

※1 自己資金＝基本金+消費収支差額 



※2 総資金＝負債+基本金+消費収支差額 

 

（４）その他 

①有価証券の状況   

 

 区分 銘柄 数量 帳簿価額 時価 表示科目 

株式 ㈱神戸製鋼所 5,000 277,043 円 1,080,000 円 有価証券 

株式 南海電気鉄道㈱ 31,000 4,850,460 円 10,292,000 円 有価証券 

計 5,127,503 円 11,372,000 円  

 

②寄付金の状況 

 

寄付金の種類 寄付者 金額 摘要 

特別寄付金 ㈱エーアール 13,000,000 円 八洲学園大学 教育研究に対する経常的経費 

特別寄付金 全国柔道整復学校協会 1,250,000 円 西日本柔道整復専門学校 広報活動援助助成金 

一般寄付金 卒業生 282,639 円 八洲学園大学 26口 八洲学園大学国際高等学校 21 口 

 

③収益事業の状況 

不動産賃貸業を行っており、その状況は次のとおりである。 

（単位：千円） 

 平成 18 年度末 平成 19 年度末 平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成 22 年度末 

流動資産 1,755 1,597 1,536 2,247 2,855 

固定資産 12,445 10,889 9,334 7,778 6,518 

資産合計 14,200 12,486 10,870 10,025 9,373 

流動負債 132 56 56 61 61 

固定負債 0 0 0 0 0 

負債合計 132 56 56 61 61 



純資産合計 14,068 12,430 10,814 9,964 9,312 

負債・純資産合計 14,200 12,486 10,870 10,025 9,373 

 

 平成 18 年度末 平成 19 年度末 平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成 22 年度末 

売上高 5,557 2,345 2,558 2,558 2,558 

販売管理費 5,490 3,985 4,178 3,403 3,210 

営業外損益 0 3 4 1 1 

当期純損益 67 △1,637 △1,616 △844 △652 

 

④関連当事者等の取引の状況 

ア）関連当事者 

 

会社等の名称 資本金等 出資割合 取引の内容 取引金額 摘要 

個人 － － 土地建物の売買 28,000,000 円 近親者 

㈱エーアール 7,000,000 円 70％ 
業務委託 

未払金 

53,581,964 円 

748,765 円 

平成 22 年 12 月に 

全て売却した。 

 

イ）出資会社（学園が２分の１以上の出資をしている会社のみ） 

 

会社等の名称 事業内容 
資本金等 出資割

合 

取引の内容 
保証債務等 

株式会社ドードス 学習塾 10,000,000 円 100％ － 理事 1名が取締役を兼務している。 

株式会社ＳＯＢＡエデュケーション 情報サービス 60,000,000 円 50％ 業務委託      92,900 円 理事 1名が取締役を兼務している。 

学校運営機構株式会社 経営コンサルティング 31,000,000 円 96.7％ － 理事 1名が取締役を兼務している。 

株式会社イノーヴインタラクティブ 情報サービス 20,000,000 円 100％ 貸付金    10,000,000 円 理事 1名が代表取締役を兼務している。 

    

以上 


